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2023 年度建設業における研究開発に関するアンケート調査概要報告 

一般社団法人日本建設業連合会 建築本部 建築技術開発委員会 

2024年 3 月 

日建連会員をはじめとする日本の総合建設会社が、設計部門を持つとと

もに、研究開発を行い高度な技術を保有していることは、世界的にみても日

本の建設業にしかない特色となっている。本調査は、「会員各社の研究開発

活動について調査を行い、その結果を広く一般の方々に公表し、興味をもっ

ていただくことにより、建設業のイメージアップに繋げる」ことを目的とし

て、2012年度より実施している。この概要報告は、2023年度アンケート調

査結果をまとめたものである。 

調査対象は調査項目ＡからＤまでは 2022 年度（2023 年 3 月 31 日時点）

の状況とし、調査項目Ｅについては 2023 年度の状況とした。 

また、Ｂ～Ｅは研究開発を行っている会社を対象に考察を行っている。 

【調査項目】◎は本概要報告に記載 

A-1) 従業員数 A-2) 売上高 ◎A-3) 研究開発実施の有無

◎B-1) 研究開発専門部署の有無 ◎B-2) 研究者数（総数）

B-2) 研究者数（分野別） ◎B-2) 研究者数（女性）

B-2）研究者数（外国人） B-3) 実験施設の有無

◎B-4) 知的財産管理部署の有無

B-5) 研究開発の企画・管理専門部署の有無(知的財産部署を除く)

◎C-1) 研究開発費の全社実績(社外公表値)

◎C-2) 研究開発費の売上高比 C-3) 研究開発費の前年度比

C-4) 基礎研究／応用研究／開発の研究開発費の比率

C-5) 短期テーマ(2 年以内)と中長期テーマの研究開発費の比率

C-6) 建築テーマ／土木テーマ／共同テーマの研究開発費の比率

D-1) 研究開発テーマの総数 D-2) 研究開発テーマ数の分野別比率

D-3) 研究開発費の分野別比率

◎D-4) 特に注力している分野

D-5) 過去 1年間における分野別リリース件数

D-6) 過去 1年間の主な研究開発実績

D-7) 大学・企業等との連携の有無 （共同研究、委託研究など）

D-8) 大学・企業等との連携の形態

◎E-1) 職員のスキルアップを目的とした教育の有無

E-2) 教育の対象とする職員層

E-3) 教育の形式

◎E-4）教育の内容

E-5)「リスキリング」として実施している教育の内容

◎E-6）学生（小学生～大学生）に対する教育支援の有無

◎E-7）学生（小学生～大学生）に対する教育支援の内容

Ａ．企業基本情報 

各会員会社の基本情報について回答頂いた。回答を頂いた 48 社のうち、

81％(39 社)が社内で研究開発を行っているという結果を得た。 
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Ｂ．研究開発体制 

研究開発を行っている会社のうち、「研究開発専門部署」を有する企業が

37 社、実験施設を有する企業が 31 社であった。研究者数は 10人未満が 29%

（12 社）、10～50 人未満が同じく 40％（17 社）と多く、女性研究者数の研

究者数に対する割合は 10％を超えた。「知的財産管理部署」を有する企業が

76%（32 社）であった。 
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研究者数（総数） 
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研究者数に対する女性研究者の割合 

（回答会社中の女性研究者数合計／研究者数合計） 
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知的財産管理部署の有無 

Ｃ．研究開発費 

研究開発費については、73％の会社が 1 億円以上、49％が 10 億円以上を

投じている。また、回答のあった各社の売上高総額に対する研究開発費総額

の比率は 0.82％となっている。 
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研究開発費全社実績(社外公表値※) ※非公開の会社は除く 
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研究開発費の売上高比 

Ｄ．研究開発テーマ 

 特に注力している分野の分野別比率は、品質・生産性向上が 49％で最も

多く、地球環境が 27％、安全・安心が 14％であった。 
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各分野において各社が注力していると挙げた項目で、最も多かった項目

は「a) 地球環境」の「a-1)省エネルギー・CO2削減」で 32 社、次いで、「c) 

品質・生産性向上」の「c-6)施工管理（ＩＴ化施工等）」で 31 社、同分野の

「c-7)ロボット、自動化施工」で 24 社となっている。 

         

特に注力している分野 a)地球環境 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

特に注力している分野 d) 快適・健康 

Ｅ．研究開発に関わる教育について 

研究員あるいは研究開発部の職員への教育は 71%の企業が、一般の学

生（小学生～大学生）に対する教育支援は 66%の企業が取り組んでい

る。 

 

 

今年度も、この結果は日建連ホームページなどを通じて、広く一般に発

信していきたいと考えている。 

詳細については、「2023 年度建設業における研究開発に関するアンケー

ト調査結果報告書」をご覧いただきたい。

本件のお問い合わせ先
一般社団法人日本建設業連合会 建築本部  
〒104-0032 東京都中央区八丁堀 2－5－1 東京建設会館 8 階 
TEL：03-3551-1118 FAX：03-3551-4954 
ⒸJAPAN FEDERATION OF CONSTRUCTION CONTRACTORS 2024
本誌掲載内容の無断転載を禁じます
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回答社数

0～0.1%未満 0.1～0.2%未満 0.2～0.3%未満 0.3～0.4%未満

0.4～0.5%未満 0.5～0.6%未満 0.6～0.7%未満 0.7～0.8%未満

0.8～0.9%未満 0.9～1.0%未満 1.0%以上
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a）専門技術

b）現場知識（施工管理・安全管理）

c）共通スキル向上のための教育（コミュニケーション、

ディスカッション、プレゼン研修など）

d）DX、SX、GX関連知識・スキル（生成AI、BIツール、

BIM、RPAなど）

e）知的財産

f）法務関係

g）経理関係

h）研究者倫理教育、公的研究費不正利用防止教育

i）その他
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学生（小学生～大学生）

への教育の内容

特に注力している分野の分野別比率（複数回答あり） 

職員への教育の内容 

職員への教育の実施状況 
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a-1省エネルギー・CO2削減（エネルギー

管理（ＢＥＭＳ、スマートグリッド等）含む）

a-2 新エネルギー・再生可能エネルギー

（太陽光、風力、バイオマス他）

a-3 生態系保全（生物多様性等）

a-4 緑化、ヒートアイランド対策

a-5 土壌浄化、水質浄化

a-6 廃棄物処理、再資源化

a-7 除染技術

a-8 その他
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b-1 地震対策（地上：耐震、制震、免震）

b-2 地震対策（地下：杭、基礎、地盤、地震動）

b-3 地震対策（非構造部材：天井、カーテン

ウォールなど）

b-4 地震対策（その他）

b-5 津波対策

b-6 気象災害対策（台風、洪水、雷、土砂災害

等）

b-7 風対策

b-8 火災対策

b-9 セキュリティ

b-10 ＢＣＰ、リスク評価

b-11 構造解析

b-12 その他
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c-1 コンクリート

c-2 仕上げ材料

c-3 その他材料

c-4 地上構工法

c-5 地下構工法

c-6 施工管理（ＩＴ化施工等）

c-7 ロボット、自動化施工

c-8 地盤、岩盤、基礎

c-9 維持保全

c-10 その他
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d-1 音、振動環境

d-2 温度、湿度、光環境

d-3 空気環境

d-4 電磁波、放射線

d-5 健康（ウェルネス）

d-6 その他
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